
別表（第２条関係） 

補助事業名 産科医等確保支援事業 

補助事業の目的 地域でお産を支える産科医等に対し分娩手当等を支給するこ

とにより、処遇改善を通じて、急激に減少している産科医療機関

及び産科医等の確保を図る。 

補助事業の対象となる

者 

産科医等に対し分娩手当等を支給する産科医療機関等 

補助事業の対象となる

経費 

分娩を取り扱った産科医等に対し支給する分娩手当等 

補助率 １／５以内 

補助金の額  補助金の交付額は次により算出するものとする。 

ただし、補助金の交付は、予算の範囲内とする。 

 (1) 次の表に定める基準額と対象経費の実支出額とを比較して少

ない方の額を選定する。 

 (2) (1)により選定された額と、総事業費から寄付金その他の収入

額を控除した額とを比較して、少ない方の額に補助率を乗じた

額を補助額とする（算出された額に1,000円未満の端数が生じた

場合には、これを切り捨てるものとする）。 

基準額 10,000 円×分娩取扱件数 

 

適用除外する条項   

その他の事項  第１４条の規定にかかわらず、地方公共団体に対し精算額を交

付するものについては補助金請求書を省略することができる。 

 



別に定める事項 

関係条項 内     容 

第３条 （添付書類） 

事業計画書 （様式１－１） 

所要額調書 （様式１－２） 

※補助金交付申請書 別記省略 

（指定期日） 

別途通知する日 

第７条第１項 （軽微な経費配分の変更） 

１ 補助事業に要する経費の変更のうち、補助対象経費以外の変更 

２ 補助対象経費の変更で、補助金額に増額が生じないもの 

（軽微な事業内容の変更） 

 事業計画の細部を変更する場合 

（添付書類） 

交付申請時の添付書類に準じる。 

（指定期日） 

別途通知する日 

第９条第１項 （報告事項等） 

第１１条 （添付書類） 

実績報告書 （様式２－１） 

所要額精算書（様式２－２） 

分娩手当支給実績一覧（様式２－３） 

※補助事業実績報告書 別記省略 

（指定期日） 

 事業完了後 30 日以内（第７条の規定により事業の廃止の承認を受け

たときは当該承認を受けた日から 30 日以内）又は翌年度の４月 10 日の

いずれか早い日 

第１９条第１項 （処分制限期間） 

 

 


